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兵庫県告示第223号 

 土地改良法（昭和24年法律第195号）第８条第１項の規定により、次の土地改良区の設立認可申請については、

適当と決定したので、同条第６項の規定により、次のとおり土地改良事業計画書及び定款の写しを縦覧に供す

る。 

  平成25年２月19日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三  

土地改良区の名称 事 業 名 地区名 縦覧の期間 縦覧の場所 

国衙土地改良区 

県営土地改良事業によ

り造成された施設の維

持管理事業 

国衙地区 
平成25年２月19日から 

同 年３月11日まで 

南 あ わ じ 市

三 原 庁 舎

 

 

兵庫県告示第224号 

 土地改良法（昭和24年法律第195号）第89条の２第９項の規定により、平成25年２月６日県営土地改良事業（農
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地整備事業）上福田開拓地区第２工区の換地処分をした。 

  平成25年２月19日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三  

 

兵庫県告示第225号 

 漁業災害補償法（昭和39年法律第158号。以下「法」という。）第105条第１項第２号の規定による加入区（区

域及び区分）を次のように定める。 

なお、平成15年兵庫県告示第517号（漁業災害補償法の規定に基づく区域及び区分を定めたもの）のうち法第

104条第２号に掲げる漁業の由良区域（由良漁業協同組合の地区）の項、平成23年兵庫県告示第265号（漁業災

害補償法の規定による共済加入区の設定）のうち法第104条第２号に規定する漁業の伊保区域（伊保漁業協同組

合の地区）の項、坊勢区域（坊勢漁業協同組合の地区）の項及び浜坂町区域（浜坂町漁業協同組合の地区）の

項、平成23年兵庫県告示第883号（漁業災害補償法の規定による共済加入区の設定）のうち法第104条第２号に

規定する漁業の室津区域（室津漁業協同組合の地区）の項、平成24年兵庫県告示第14号（漁業災害補償法の規

定による共済加入区の設定）のうち法第104条第２号に規定する漁業の釜口区域（仮屋漁業協同組合の地区のう

ち釜口の区域）の項並びに平成24年兵庫県告示第170号（漁業災害補償法の規定による共済加入区の設定）のう

ち法第104条第２号に規定する漁業の塩田区域（津名漁業協同組合の地区のうち塩尾、下司及び里の区域）の項、

佐野区域（津名漁業協同組合の地区のうち佐野の区域）の項及び淡路島岩屋区域（淡路島岩屋漁業協同組合の

地区）の項を削る。 

平成25年２月19日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三  

法第104条第２号に掲げる漁業 

区   域 区       分 

１ のり養殖業を兼業する者が営む総トン数10トン未満の漁船により主

として底びき網を使用して営む漁業 

２ のり養殖業を兼業しない者が営む総トン数10トン未満の漁船により

主として底びき網を使用して営む漁業 

３ 総トン数10トン未満かつ15馬力又は48キロワット以下の漁船により

主として船びき網を使用して営む漁業 

４ 総トン数10トン未満かつ15馬力又は48キロワットを超える漁船によ

り主として船びき網を使用して営む漁業 

５ 総トン数10トン未満の漁船による漁業であって、１から４までに掲

げる漁業以外の漁業 

伊保区域 

（伊保漁業協同組合の地区の

うち曽根町区域を除く区域） 

６ 網漁具を定置して営む漁業 

１ 漁船漁業を専業とする者が営む総トン数10トン未満の漁船により主

として底びき網を使用して営む漁業 

２ 漁船漁業を専業としない者が営む総トン数10トン未満の漁船により

主として底びき網を使用して営む漁業 

３ 漁船漁業を専業とする者が営む総トン数10トン未満の漁船による漁

業であって、主として刺網、かご及びたこつぼを使用して営む漁業 

４ 漁船漁業を専業としない者が営む総トン数10トン未満の漁船による

漁業であって、主として刺網、かご及びたこつぼを使用して営む漁業

坊勢区域 

（坊勢漁業協同組合の地区） 

５ のり養殖業を兼業する者が総トン数10トン未満の漁船により主とし

て船びき網を使用して営む漁業及び漁船漁業を専業とする者が主とし

て総トン数10トン未満の漁船により船びき網を使用して営む漁業 
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６ 機船船びき網漁業と魚類養殖業を兼業する者が総トン数10トン未満

の漁船により主として船びき網を使用して営む漁業及びまき網漁業を

兼業する者が総トン数10トン未満の漁船により主として船びき網を使

用して営む漁業 

７ 総トン数10トン未満の漁船による漁業であって、１から６までに掲

げる漁業以外の漁業 

８ まき網漁業 

 

９ 網漁具を定置して営む漁業 

１ 漁船漁業を専業とする者が営む総トン数10トン未満の漁船により主

として底びき網を使用して営む漁業 

２ 漁船漁業を専業としない者が営む総トン数10トン未満の漁船により

主として底びき網を使用して営む漁業 

３ 総トン数10トン未満の漁船により主として釣はえなわを使用して営

む漁業 

４ 総トン数10トン未満かつ15馬力又は48キロワット以下の漁船により

船びき網を使用して営む漁業 

５ 総トン数10トン未満かつ15馬力又は48キロワットを超える漁船によ

り船びき網を使用して営む漁業及び総トン数10トン以上20トン未満の

漁船により船びき網を使用して営む漁業 

６ 総トン数10トン未満の漁船による漁業であって、１から５までに掲

げる漁業以外の漁業 

７ 総トン数10トン以上100トン未満の漁船によりまき網を使用して営

む漁業 

室津区域 

（室津漁業協同組合の地区） 

８ 網漁具を定置して営む漁業 

１ 総トン数10トン未満の漁船により主として底びき網を使用して営む

漁業 

２ 総トン数10トン未満の漁船により主として釣はえなわを使用して営

む漁業 

由良町区域 

（由良町漁業協同組合の地

区） 

３ 総トン数10トン未満の漁船による漁業であって、１及び２に掲げる

漁業以外の漁業 

１ 総トン数10トン未満の漁船により主として底びき網を使用して営む

漁業 

２ 総トン数10トン未満の漁船により主として刺網を使用して営む漁業

３ 総トン数20トン未満の漁船により船びき網を使用して営む漁業 

４ 総トン数10トン未満の漁船による漁業であって、１から３までに掲

げる漁業以外の漁業 

塩田区域 

（津名漁業協同組合の地区の

うち塩尾、下司及び里の区域） 

５ 網漁具を定置して営む漁業  

１ 総トン数10トン未満の漁船により主として底びき網を使用して営む

漁業 

２ 総トン数10トン未満の漁船により主として釣はえなわを使用して営

む漁業 

佐野区域 

（津名漁業協同組合の地区の

うち佐野の区域） 

３ 総トン数10トン未満かつ15馬力又は48キロワット以下の漁船により

船びき網を使用して営む漁業 
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４ 総トン数20トン未満かつ15馬力又は48キロワットを超える漁船によ

り船びき網を使用して営む漁業 
 

５ 総トン数10トン未満の漁船による漁業であって、１から４までに掲

げる漁業以外の漁業 

１ 総トン数10トン未満の漁船により主として底びき網を使用して営む

漁業 

２ 総トン数10トン未満の漁船により船びき網を使用して営む漁業 

３ 総トン数10トン未満の漁船により主として釣はえなわを使用して営

む漁業 

４ 総トン数10トン未満の漁船により主として刺網を使用して営む漁業

５ 総トン数10トン未満の漁船による漁業であって、１から４までに掲

げる漁業以外の漁業 

釜口区域 

（仮屋漁業協同組合の地区の

うち釜口の区域） 

６ 網漁具を定置して営む漁業 

１ 総トン数10トン未満の漁船により主として底びき網を使用して営む

漁業のうち板びき網漁業 

２ 総トン数10トン未満の漁船により主として底びき網を使用して営む

漁業のうち棒びき網漁業 

３ 総トン数10トン未満の漁船により主として釣はえなわを使用して営

む漁業 

４ 総トン数10トン未満かつ15馬力又は48キロワット以下の漁船により

船びき網を使用して営む漁業 

５ 総トン数10トン未満かつ15馬力又は48キロワットを超える漁船によ

り主として船びき網を使用して営む漁業及び総トン数10トン以上20ト

ン未満の漁船により船びき網を使用して営む漁業 

淡路島岩屋区域 

（淡路島岩屋漁業協同組合の

地区） 

６ 総トン数10トン未満の漁船による漁業であって、１から５までに掲

げる漁業以外の漁業 

１ 総トン数10トン未満の漁船により主として八田網を使用して営む漁

業 

湊区域 

（湊漁業協同組合の地区） 

２ 総トン数10トン未満の漁船により１に掲げる漁業以外の漁業を主と

して営む漁業及び総トン数10トン以上20トン未満の漁船により船びき

網を使用して営む漁業並びに網漁具を定置して営む漁業 

１ 総トン数10トン未満の漁船により主として釣はえなわを使用して営

む漁業であって浜坂の区域の者が専業として行う漁業 

２ 総トン数10トン未満の漁船により主として釣はえなわを使用して営

む漁業であって諸寄の区域の者が専業として行う漁業 

浜坂町区域 

（浜坂町漁業協同組合の地

区） 

３ 総トン数10トン未満の漁船により主として釣はえなわを使用して営

む漁業であって居組の区域の者が専業として行う漁業 

 
４ 総トン数10トン未満の漁船による漁業であって、１から３までに掲

げる漁業以外の漁業 

 
５ 総トン数10トン以上20トン未満の漁船により釣りによっていかをと

ることを目的とする漁業 

 

６ 総トン数10トン以上100トン未満の漁船により底びき網を使用して

営む漁業及び総トン数20トン以上100トン未満の漁船により釣りによ

っていかをとることを目的とする漁業並びに網漁具を定置して営む漁

業 
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兵庫県告示第226号 

昭和63年兵庫県告示第1541号（漁業災害補償法の規定に基づく区域を定めたもの）の一部を次のように改正

する。 

平成25年２月19日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三  

法第125条の２に規定する養殖業中「由良町中央、由良加入区  由良町中央漁業協同組合及び由良漁業協同

組合の区域」を「由良町加入区  由良町漁業協同組合の区域」に改める。 

 

兵庫県告示第227号 

平成11年兵庫県告示第538号（漁業災害補償法に基づく地先水面を分けて定める一定の区域）の一部を次のよ

うに改正する。 

平成25年２月19日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三  

法第104条第１号に掲げる漁業中 

「由良町中央加入区    由良町中央漁業協同組合の区域 

 由 良 加 入 区    由良漁業協同組合の区域   」 

を 

「由 良 町 加 入 区    由良町漁業協同組合の区域」 

に改め、法第125条の２に規定する養殖業中 

「由良町中央加入区    由良町中央漁業協同組合の区域 

 由 良 加 入 区    由良漁業協同組合の区域   」 

を 

「由 良 町 加 入 区    由良町漁業協同組合の区域」 

に改める。 

 

兵庫県告示第228号 

平成15年兵庫県告示第215号（漁業災害補償法の規定による共済加入区の設定）及び平成23年兵庫県告示第503

号（漁業災害補償法の規定による共済加入区の設定）は、廃止する。 

平成25年２月19日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三  

 

兵庫県告示第229号 

 瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和48年法律第110号）第５条第１項の規定により許可申請があった特定施設

の設置の概要は、次のとおりである。 

 なお、この特定施設を設置することが環境に及ぼす影響についての調査の結果に基づく事前評価に関する事

項を記載した書面を次のとおり縦覧に供する。 

  平成25年２月19日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三  

１ 申請の概要 

(1) 申請者の氏名又は名称及び住所並びに代表者又は代理人の氏名 

   ハリマ化成株式会社加古川製造所 

   加古川市野口町水足671―４ 

   取締役所長 土 田 史 明 

(2) 工場又は事業場の名称及び所在地 

   ハリマ化成株式会社加古川製造所 

   加古川市野口町水足671―４ 

(3) 特定施設に関する事項 
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種        類 33号リ 廃ガス洗浄施設 

能        力 40ｍ3／分 

工 事 着 手 予 定 年 月 日 許可後 

工 事 完 成 予 定 年 月 日 着手後１箇月 

使 用 開 始 予 定 年 月 日 完成後 

使用時間の間隔及び１日当たりの使用時間 24時間連続 

使 用 時 間 の 季 節 的 変 動 の 概 要 な し 

区    分 通 常 最 大 

水 素 イ オ ン 濃 度

（ 水 素 指 数 ） 
７ ５～９ 

生物化学的酸素要求量

（単位 mg／Ｌ） 
3,000 10,000 

化 学 的 酸 素 要 求 量

（単位 mg／Ｌ） 
5,000 10,000 

浮 遊 物 質 量

（単位 mg／Ｌ） 
30 100 

窒 素 含 有 量

（単位 mg／Ｌ） 
－ － 

使用時にお

いて当該特

定施設から

排出される

汚水等の汚

染状態の通

常の値及び

最大の値 

り ん 含 有 量

（単位 mg／Ｌ） 
－ － 

使用時において当該特定施設から排出

される汚水等の量（単位 ｍ3／日） 
０ 0.4 

備考 汚水等は、外部委託処理又は焼却処理するため、排出水の汚染状態及び量並びに汚濁負荷量に増減

はない。 

２ 縦覧の期間及び場所 

 (1) 期間 平成25年２月19日から同年３月12日まで 

 (2) 場所 兵庫県農政環境部環境管理局水大気課及び加古川市環境部環境政策課 

 

兵庫県告示第230号 

 瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和48年法律第110号）第５条第１項の規定により許可申請があった特定施設

の設置の概要は、次のとおりである。 

 なお、この特定施設を設置することが環境に及ぼす影響についての調査の結果に基づく事前評価に関する事

項を記載した書面を次のとおり縦覧に供する。 

  平成25年２月19日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三 

１ 申請の概要 

 (1) 申請者の氏名又は名称及び住所並びに代表者又は代理人の氏名 

多木化学株式会社本社工場 

加古郡播磨町宮西346番地 

取締役本社工場長 安 東   誠 

 (2) 工場又は事業場の名称及び所在地 

多木化学株式会社本社工場 

加古郡播磨町宮西346番地 



平成25年２月19日 火曜日   兵 庫 県 公 報          第 2467 号 

7 

(3) 特定施設に関する事項 

種        類 27号イ ろ過施設 

能        力 ７ｍ3／時 

工 事 着 手 予 定 年 月 日 許可後 

工 事 完 成 予 定 年 月 日 着手後１箇月 

使 用 開 始 予 定 年 月 日 完成後 

使用時間の間隔及び１日当たりの使用時間 ８時～17時 ９時間 

使 用 時 間 の 季 節 的 変 動 の 概 要 な し 

区    分 通 常 最 大 

水 素 イ オ ン 濃 度

（ 水 素 指 数 ） 
４～５ ４～５ 

生物化学的酸素要求量

（単位 mg／Ｌ） 
－ － 

化 学 的 酸 素 要 求 量

（単位 mg／Ｌ） 
50 100 

浮 遊 物 質 量

（単位 mg／Ｌ） 
30 40 

窒 素 含 有 量

（単位 mg／Ｌ） 
１以下 １以下 

り ん 含 有 量

（単位 mg／Ｌ） 
50 100 

使用時にお

いて当該特

定施設から

排出される

汚水等の汚

染状態の通

常の値及び

最大の値 

溶 解 性 鉄 含 有 量

（単位 mg／Ｌ） 
1,000 2,000 

使用時において当該特定施設から排出

される汚水等の量（単位 ｍ3／日） 
０ １ 

備考 汚水等は再利用するため、排出水の汚染状態及び量並びに汚濁負荷量に増減はない。 

２ 縦覧の期間及び場所 

 (1) 期間 平成25年２月19日から同年３月12日まで 

 (2) 場所 兵庫県農政環境部環境管理局水大気課及び加古郡播磨町すこやか環境グループ 

 

兵庫県告示第231号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定により、西宮市長から次の

とおり公共測量を実施する旨の通知があった。 

平成25年２月19日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三  

１ 作業種類 

    公共測量（４級基準点測量） 

２ 作業期間 

平成25年２月12日から同年３月30日まで 

３ 作業地域 

西宮市林田町及び高木東町 

 



平成25年２月19日 火曜日   兵 庫 県 公 報          第 2467 号 

8 

兵庫県告示第232号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条の規定により、道路の区域を次のように変更し、平成25年２月19日か

ら供用を開始する。 

 その関係図面は、平成25年２月19日から２週間、中播磨県民局姫路土木事務所において一般の縦覧に供する。 

  平成25年２月19日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三  

道  路  の  区  域 
道 路 の 種 類 

路 線 名 区     間 旧新
敷地の幅員
（メートル）

延 長 
（メートル） 

備考

旧
11.0から

11.0まで
3.0 

国道 

２ 号 

姫路市御国野町御着字城ノ内1179番から 

同 市御国野町御着字城ノ内1186番３まで

新
13.0から

13.0まで
3.0 

 

旧
7.0から

11.0まで
386.0  

県道 

石 倉 太 子 線 

姫路市太市中字前田508番から 

同 市太市中字小黒459番３まで 

新
12.0から

20.0まで
386.0 

一部 

予定地

 

 

兵庫県告示第233号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条の規定により、道路の区域を次のように変更し、平成25年２月19日か

ら供用を開始する。 

 その関係図面は、平成25年２月19日から２週間、西播磨県民局光都土木事務所において一般の縦覧に供する。 

  平成25年２月19日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三  

道  路  の  区  域 
道 路 の 種 類 

路 線 名 区     間 旧新
敷地の幅員
（メートル）

延 長 
（メートル） 

備考

旧
7.0から

19.0まで
315.0 

国道 

１ ７ ９ 号 

佐用郡佐用町三日月字茶屋801番１から 

同 郡同 町三日月字折口1061番１まで 

新
12.0から

24.0まで
315.0 

   

 
 

公 告 

 

軽油引取税に係る免税軽油使用者証の無効公告 

次に掲げる免税軽油使用者証は、紛失の日から無効とする。 

  平成25年２月19日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三  

免税軽油使用者証 

業種 記号・番号 有効期限 使用者の住所 交付県民局 紛失年月日 

農業 A6290 平成25年12月18日 明石市 東播磨県民局 平成25年１月30日
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公立大学法人兵庫県立大学への権利及び義務の承継について 

 地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第66条第１項の規定により、平成25年４月１日に兵庫県が設立

を予定している公立大学法人兵庫県立大学に当該法人が行う業務に関し現に兵庫県が有する権利及び義務を承

継させるので、同条第２項の規定により、次のとおり閲覧に供する。 

 なお、異議のある債権者は、閲覧期間の満了の日までに書面で知事に申し出ることができる。 

  平成25年２月19日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三  

１ 閲覧に供する書類 

  公立大学法人兵庫県立大学の成立の日現在における公立大学法人兵庫県立大学の資産及び負債の見込みを

明らかにする書類 

２ 閲覧場所 

  神戸市中央区下山手通５丁目10番１号  

  兵庫県企画県民部管理局教育課大学室 

３ 閲覧期間 

  平成25年２月19日（火）から同年３月19日（火）まで（土曜日及び日曜日を除く。） 

４ 閲覧時間 

  午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。） 

 

   大規模小売店舗の変更に関する届出 

 大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第１項及び第２項の規定により、次のとおり大規模小

売店舗の変更の届出があった。 

 なお、当該届出及びその関係書類を次のとおり縦覧に供する。 

 また、同法第８条第２項の規定により、この公告に係る大規模小売店舗を設置している者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、この公告の日から４月以内に、兵庫県に

対し、意見書を提出することにより、これを述べることができる。 

平成25年２月19日 

              兵庫県知事 井 戸 敏 三 

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地 

  名称 オークワ三田対中店 

    所在地 三田市対中町1397番ほか 

２ 大規模小売店舗を設置している者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名 

名称             住所              代表者の氏名   

株式会社オークワ       和歌山市中島185番地の３    神 吉 康 成 

ウエルシア関西株式会社    堺市南区大庭寺756番地     槌 屋 茂 康 

３ 変更事項 

(1)  大規模小売店舗を設置している者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名 

ア 変更前 

  名称             住所              代表者の氏名   

株式会社オークワ       和歌山市中島185番地の３    福 西 拓 也 

イ 変更後   

    名称             住所              代表者の氏名   

株式会社オークワ       和歌山市中島185番地の３    神 吉 康 成 

ウエルシア関西株式会社    堺市南区大庭寺756番地     槌 屋 茂 康 

(2) 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名 

ア 変更前 

名称 株式会社オークワ 

住所 和歌山市中島185番地の３ 

代表者の氏名 福 西 拓 也           

イ 変更後 
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名称 株式会社オークワ 

住所 和歌山市中島185番地の３ 

代表者の氏名 神 吉 茂 康 

(3) 大規模小売店舗内の店舗面積の合計 

ア 変更前 

2,089平方メートル 

イ 変更後 

4,278平方メートル 

(4) 駐車場の位置及び収容台数（位置の詳細については、縦覧に供する関係書類に示すとおり。） 

ア 変更前 

76台 

イ 変更後 

300台 

(5) 駐輪場の位置及び収容台数（位置の詳細については、縦覧に供する関係書類に示すとおり。） 

ア 変更前 

    92台 

  イ 変更後 

    182台 

(6) 荷さばき施設の位置及び面積（位置の詳細については、縦覧に供する関係書類に示すとおり。） 

ア 変更前 

    103平方メートル 

  イ 変更後 

    211平方メートル 

(7) 廃棄物等の保管施設の位置及び容量（位置の詳細については、縦覧に供する関係書類に示すとおり。） 

ア 変更前 

    15.7立方メートル 

  イ 変更後 

    25.8立方メートル 

４ 変更年月日 

(1) 大規模小売店舗を設置している者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名 

平成25年１月23日ほか 

(2) 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名 

   平成24年９月10日 

(3) 大規模小売店舗内の店舗面積の合計 

   平成25年９月24日 

(4) 駐車場の位置及び収容台数 

    平成25年９月24日 

(5) 駐輪場の位置及び収容台数 

  平成25年９月24日 

(6)  荷さばき施設の位置及び面積 

平成25年９月24日 

(7)   廃棄物等の保管施設の位置及び容量 

平成25年９月24日 

５ 届出年月日 

  平成25年１月23日 

６ 届出及びその関係書類の縦覧場所及び縦覧期間 

(1) 縦覧場所 

   兵庫県県土整備部まちづくり局都市計画課及び阪神北県民局宝塚土木事務所まちづくり建築課 

(2) 縦覧期間 

  平成25年２月19日から４月間 
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７ 意見書の提出期限及び提出先 

(1) 提出期限  

平成25年６月19日 

(2) 提出先 

兵庫県県土整備部まちづくり局都市計画課 

    〒650-8567 神戸市中央区下山手通５丁目10番１号 

 

   大規模小売店舗の変更に関する届出 

 大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第１項及び同条第２項の規定により、次のとおり大規

模小売店舗の変更の届出があった。 

 なお、当該届出及びその関係書類を次のとおり縦覧に供する。 

 また、同法第８条第２項の規定により、この公告に係る大規模小売店舗を設置している者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、この公告の日から４月以内に、兵庫県に

対し、意見書を提出することにより、これを述べることができる。 

平成25年２月19日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三  

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地 

  名称 コモーレ丹波の森 

    所在地 丹波市柏原町母坪335―１ 

２ 大規模小売店舗を設置している者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名 

名称                 住所                 代表者の氏名 

株式会社丹波の森ショッピングタウン  丹波市柏原町母坪335番地の１     前 川 隆 正 

  生活協同組合コープこうべ       神戸市東灘区住吉本町一丁目３番19号  本 田 英 一 

３ 変更事項 

(1) 大規模小売店舗の所在地 

  ア 変更前 

  氷上郡柏原町母坪335―１ 

イ 変更後   

丹波市柏原町母坪335―１ 

(2) 大規模小売店舗を設置している者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名 

ア 変更前 

名称                 住所                 代表者の氏名 

株式会社丹波の森ショッピングタウン  氷上郡柏原町母坪335番地の１     大 野 拓 眞 

イ 変更後   

名称                 住所                 代表者の氏名 

株式会社丹波の森ショッピングタウン  丹波市柏原町母坪335番地の１     前 川 隆 正 

    生活協同組合コープこうべ       神戸市東灘区住吉本町一丁目３番19号  本 田 英 一 

(3) 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名 

ア 変更前 

    名称                 住所                 代表者の氏名  

株式会社丹波の森ショッピングタウン  氷上郡柏原町母坪335番地の１     大 野 拓 眞 

生活協同組合コープこうべ         神戸市東灘区住吉本町一丁目３番19号  浅 田 克 己  

    有限会社ヒメジニューパイン      姫路市北条永良町28             河 崎 哲 夫 

外16者 

イ 変更後 

    名称                 住所                 代表者の氏名  

株式会社丹波の森ショッピングタウン  丹波市柏原町母坪335番地の１     前 川 隆 正 

生活協同組合コープこうべ         神戸市東灘区住吉本町一丁目３番19号  本 田 英 一  

    株式会社オカバヤシ          丹波市柏原町柏原1170         岡 林 利 幸 

外20者 
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(4)  荷さばき施設の位置及び面積（位置の詳細については、縦覧に供する関係書類に示すとおり。） 

ア 変更前 

780平方メートル 

  イ 変更後 

 1,078平方メートル 

(5)  廃棄物等の保管施設の位置及び容量（位置の詳細については、縦覧に供する関係書類に示すとおり。） 

ア 変更前 

53立方メートル 

  イ 変更後 

 58立方メートル 

４ 変更年月日 

(1) 大規模小売店舗の所在地 

平成16年11月１日 

(2) 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名 

平成17年６月１日ほか 

(3) 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名 

平成24年４月15日ほか 

(4) 荷さばき施設の位置及び面積 

平成25年２月14日 

(5) 廃棄物等の保管施設の位置及び容量 

平成25年２月14日 

５ 届出年月日 

  平成25年１月29日 

６ 届出及びその関係書類の縦覧場所及び縦覧期間 

(1) 縦覧場所 

   兵庫県県土整備部まちづくり局都市計画課及び丹波県民局丹波土木事務所まちづくり建築課 

(2) 縦覧期間 

  平成25年２月19日から４月間 

７ 意見書の提出期限及び提出先 

(1) 提出期限  

平成25年６月19日    

(2) 提出先 

兵庫県県土整備部まちづくり局都市計画課 

    〒650-8567 神戸市中央区下山手通５丁目10番１号 

 

   都市計画法第36条第３項に基づく工事完了公告 

 都市計画法（昭和43年法律第100号）第29条第１項の規定による許可に係る次の開発行為に関する工事は、完

了した。 

  平成25年２月19日 

                                   兵庫県知事 井 戸 敏 三  

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称 

赤穂市六百目町53番 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名又は名称 

赤穂郡上郡町梨ヶ原1167番158 

住商工業株式会社 代表取締役社長 武 田 泰 幸 

３ 許可年月日及び許可番号 

  平成24年12月５日 

  兵庫県指令西播（光土）（建）第１－19－２号（24赤穂） 
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収 用 委 員 会 告 示 

 

兵庫県収用委員会告示第１号 

  土地収用法（昭和26年法律第219号）第45条の２の規定により、次のとおり収用の裁決手続の開始を決定した。 

    平成25年２月19日 

                                                            兵庫県収用委員会 

                                                               会長  安 永  正 昭 

１  起業者の名称 

    国土交通大臣 

２  事業の種類 

一般国道176号改築工事 

（名塩道路１工区・兵庫県西宮市塩瀬町名塩字辻堂ノ奥地内から同市名塩新町地内まで） 

３  裁決手続の開始を決定した年月日 

    平成25年２月18日 
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瀬戸内海海区漁業調整委員会公告 

 

兵庫県瀬戸内海海区漁業調整委員会公告 

 漁業法（昭和24年法律第267号）第11条第４項の規定により、次のとおり公聴会を開催する。 

 なお、漁場計画案は平成25年２月19日から同月28日まで当委員会事務局及び各関係機関に備え置き、一般の

縦覧に供する。 

  平成25年２月19日 

兵庫県瀬戸内海海区漁業調整委員会  

会長 山 田 隆 義  

１ 日時  

平成25年２月28日（木） 午後２時00分から午後２時30分まで 

２ 場所 

神戸市中央区下山手通６丁目３―28 

兵庫県中央労働センター視聴覚室 

３ 案件  

(1) 兵庫県瀬戸内海海区における共同漁業の免許の内容となるべき事項等について 

(2) 兵庫県瀬戸内海海区における区画漁業の免許の内容となるべき事項等について 

４ 縦覧場所 

縦覧場所 住所 電話番号 

兵庫県瀬戸内海海区漁業調整委

員会事務局 

神戸市中央区下山手通５―10―１ 兵庫県農政

環境部農林水産局水産課内 

（078）362－9231

神戸県民局 神戸市中央区中山手通６―１―１ （078）361－8552

東播磨県民局 加古川市加古川町寺家町天神木97―１ （079）421－9162

中播磨県民局 姫路市北条１―98 （079）281－9295

西播磨県民局 赤穂郡上郡町光都２―25 （0791）58－2204

淡路県民局 洲本市塩屋２―４―５ （0799）26－2106

農林水産技術総合センター水産

技術センター 

明石市二見町南二見22―２ （078）941－8601

神戸市役所 神戸市中央区加納町６―５―１ （078）322－5358

姫路市役所 姫路市安田４―１ （079）221－2474

明石市役所 明石市中崎１―５―１ （078）912－1111

洲本市役所 洲本市本町３－４－10 （0799）33－3321

相生市役所 相生市旭１―１―３ （0791）23－7133

加古川市役所 加古川市加古川町北在家2000 （079）427－9226

たつの市役所 たつの市龍野町富永1005―１ （0791）64－3131

赤穂市役所 赤穂市加里屋81 （0791）43－6840

高砂市役所 高砂市荒井町千鳥１―１―１ （079）443－9031

南あわじ市役所（西淡庁舎） 南あわじ市湊90―１ （0799）37－3013

淡路市役所 淡路市生穂新島８ （0799）64－2532

播磨町役場 加古郡播磨町東本庄１―５―30 （079）435－2364



平成25年２月19日 火曜日   兵 庫 県 公 報          第 2467 号 

18 

 
 

警 察 本 部 公 告 

 

   落札者等の公示 

ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の適用を受ける調達の落札者等について、次のとおり公示する。 

  平成25年２月19日 

契約担当者               

兵庫県警察本部長 塩 川 実喜夫  

１ 落札に係る物品等の名称及び数量 

  男性警察官用冬合ワイシャツ 807着 

２ 契約に関する事務を担当する課の名称及び所在地 

  兵庫県警察本部総務部装備課 神戸市中央区下山手通５丁目４番１号 

３ 落札者を決定した日 

  平成25年１月16日 

４ 落札者の名称及び住所 

  辰野株式会社兵庫営業所 芦屋市楠町10番19号 

５ 落札金額 

  5,067,153円 

６ 契約の相手方を決定した手続 

  一般競争入札 

７ 入札公告をした日 

  平成24年11月27日 
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